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研究成果の概要（和文）：海外在留邦人の母国観やその構築に係るコミュニティ内のコミュニケ

ーション環境を、在外選挙への参加および選挙関連情報入手という行動指標から捉えることを

目指し、さらにホスト社会の影響を考慮するため複数の地域の邦人コミュニティからデータを

収集、比較分析した。結果として、日本社会の成員としての意識は複雑多様だが、意識が希薄

化している場合でも日本のメディアで日本的世界観を維持し続けているコミュニティの姿が明

らかとなった。 
 
研究成果の概要（英文）：This study compares Overseas Japanese communities in Australia, 
the UK and Singapore to identify their characteristics in relation to ethnic/ national 
identity appeared in political participation and information acquisition patterns. The 
result confirms that although there are varying expressive identity as members of the 
Japanese homeland society, the communities maintains to consume information provided 
by Japanese mass media to shape their way of understanding of the world, no matter how 
they have lost their emotional attachment to the homeland. 
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１．研究開始当初の背景 
（１）これまで米国中心で進んできた異文化
コミュニケーション研究の新たな展開とし
て日本人の民族性研究の蓄積が求められて

きた（石井・久米・遠山（2001）『異文化コ
ミュニケーションの理論』）。特に、越境者の
異文化接触は、ホスト社会への適応態度や母
国との紐帯のあり方を通じ民族特有の価値

研究種目：若手研究（スタートアップ） 

研究期間：2008～2009 

課題番号：20830014 

研究課題名（和文）在外選挙における投票行動とその意思決定情報―豪英星在住邦人の 

比較分析を基盤として 

研究課題名（英文）National Election and Overseas Japanese: A study on their political

participation and information acquisition 

研究代表者 

渋谷 百代（SHIBUYA MOMOYO） 

埼玉大学・経済学部・講師 

研究者番号：20451734 



観・志向を明らかにすることができる研究領
域であり、数多くの研究成果が得られてきた。
しかし母国との関係を主軸にしたエスニシ
ティ研究は日系移民のものはあっても（前山
（1985）『移民の日本回帰運動』など）在外
邦人を対象にしたものはほとんどなく、さら
にこれまで民族性研究の枠組みの中で在外
選挙への投票という行動指標によって母国
との関係を調査することは行われていない。 
 
（２）選挙への参加に関連して重要となる情
報・影響の流れ研究についても、在外選挙に
関しては未開発である。国内に比べより多
層・複雑化した情報環境にある在外邦人コミ
ュニティの状況は把握できていない。 
 
（３）コミュニティをめぐるメディア研究に
おいても、R.E.パーク以来、移民の適応やア
イデンティティ問題に取り組む中で盛んに
行われてきたため、移民（帰化）を必ずしも
前提としない長期滞在者が主流となってい
るコミュニティのメディア消費に関する研
究は漸く認識されるようになった段階であ
る（水野（2004）「エスニック・メディア研
究の現状と課題」）。 
 
２．研究の目的 
（１）オーストラリア、イギリス、シンガポ
ールに在住する日本人の在外選挙への参加
行動とその意思決定に影響を及ぼす情報の
入手経路（人的ネットワーク、各種メディア）
を分析する 
 
（２）その分析を基礎として、性質の異なる
各コミュニティのエスニシティの形成のさ
れ方やコミュニケーション行動における共
通点と相違点を解明する 
 
３．研究の方法 
オーストラリア、イギリス、シンガポールの
３カ国を調査対象地とし、以下の調査を 2008
年から 2009 年にかけて実施した。 
（１）個人対象の調査 
 ①聞き取り調査：在外選挙での投票有無と
その理由、参考にした情報源、在留期間、友
人の中に占める日本人の割合、を質問項目と
して用意したが、面接は半構造化とした。被
調査者は各調査地においてスノーボール方
式で得た。実施は被調査者の希望により、個
人またはグループ単位で行い、面接時間は１
時間程度（グループの場合は人数に応じて時
間を調整した）だった。各地の被調査者はオ
ーストラリア 20 名、イギリス 13 名、シンガ
ポール 5 名。 
 ②質問紙調査：聞き取り調査を補完するた
めに、ウエブサイトでの質問紙調査を実施し
た。質問項目は聞き取り調査での項目を基に

作成した。調査告知は、領事館資料室等に告
知チラシを置く方法および各対象地発行の
日本語メディア（新聞、雑誌、ウェブサイト、
メールマガジン）の広告を利用して行った。 
１カ月の調査期間中に得た合計有効回答数
は、オーストラリア 37、イギリス 3、シンガ
ポール 36 だった。数が非常に少ないことか
ら、当初予定していた量的分析には利用しな
いこととした。  
 
（２）日系団体の聞き取り調査 
 各調査地の日本人会など日系団体を対象
に、①現地邦人コミュニティの特徴、②団体
の行っている在外選挙に関する告知活動等、
について半構造化インタビューを行った。 
 
（３）日本語メディア編集者の聞き取り調査 
各調査地で発行されている邦字メディアの
編集者を対象に、①コミュニティのメディア
利用の概要、②在外日本語メディアの現状、
③日本発情報の編集方針、について半構造化
インタビューを実施した。 
 
（３）在外選挙広報担当領事の聞き取り調査 
各領事館の在外選挙広報担当者を対象に、①
現地邦人コミュニティの特徴、②行っている
告知活動の内容、③今後の課題、について半
構造化インタビューを実施した。 
 
これらの調査で得たデータは、テキスト化し
た後、コード化し（戈木クレイグヒル（2006）
『グラウンデッド・セオリー・アプローチ』
他）、投票行動の傾向および意思決定に関わ
るメディアとの関連について質的分析を行
った。 
 
４．研究成果 
（１）主な研究成果 
①在外選挙参加意思とその理由 
被調査者には、在外選挙に投票した（あるい
は投票するつもり）と回答した者（以下、投
票参加者）と投票しなかった（あるいは投票
するつもりはない）と回答した者（以下、投
票不参加者）がともに含まれるが、比較する
と後者の方が多かった。この傾向は三地域い
ずれも共通している。 
 しかし、その背景となる理由について両者
とも様々に挙げられており、単純に参加意思
を基に「母国との関係は希薄になりやすい」
等と断定することは出来ない。 
 投票参加者の挙げた理由は、「権利を行使
するため」「国民の義務だから」「意見を反映
させたい」「現地の友人から影響を受けた」
「支持政党がある」に大別される。一方、投
票不参加者の挙げた理由は、「興味がない」
「情報がない」「資格がないと感じる」「無責
任な投票をしたくない」「手続き上の問題」



に分類される。 
 これらの理由と参加意思から、海外在住に
よってむしろ母国との繋がりを意識するよ
うになる者、母国社会との繋がりが希薄化し
ている者、が邦人コミュニティには混在して
いることが確認された。 
 
②母国との距離感とホスト社会への参加 
母国との繋がりを意識するグループ・繋がり
が希薄化したグループと、ホスト社会ネット
ワークへの参加深度には関連があるのか、に
ついては、必ずしも一定の対応関係があるわ
けではない。 
 しかしオーストラリアやイギリスの調査
では、ホスト社会ネットワークへの参加度が
高い被調査者には、投票参加者が多く含まれ
ており、低い（つまり、邦人ネットワーク中
心の）被調査者には投票不参加者が見られる
という傾向はある。ただ、投票参加態度につ
いては日本在住時と変化させていないとす
る回答者が多く、ホスト社会ネットワークへ
の参加が投票へ導いたというより、もともと
投票参加する人たちがホスト社会ネットワ
ークに積極的に繋がる性質を持っていると
考えられる。 
 一方、シンガポールの調査では、邦人ネッ
トワーク中心の被調査者に積極的な投票参
加態度を持つ、あるいは持つようになった者
が多く含まれており、理由も「権利を行使す
るため」「国民の義務だから」「意見を反映さ
せたい」など母国との繋がりを維持しようと
するものである。当該調査地ではむしろ、日
本人コミュニティが強いことが、母国との繋
がりを意識させるように働いていると考え
られる。 
 
③選挙関連情報の入手経路 
日本の政治、特に選挙関連の情報の入手につ
いては、母国との距離感の持ち方や、投票参
加者か不参加者かに関わらず、日本のマスメ
ディアに依存する傾向が強く見られた。それ
も新聞や雑誌という印刷メディア以上に、TV
やインターネットの動画や、インターネット
のニュースサイト等を利用している。 
 日本のメディアに依存する理由には、他メ
ディアでは投票に必要な情報が得られない
ことが挙げられた。現地メディアでは日本国
内の争点を知りたい有権者には不十分と映
る。他方、現地日本語メディアでは、個人が
日本のメディアに直接アクセスできる環境
が整うにつれ、これまで担っていた日本のメ
ディアの代わりに情報を「伝える」という役
割から「整理する」「解説する」役割へ移行
し、直接の情報源とはならなくなった。 
 また、情報の中でも映像情報やインターネ
ットサイトが選択されるのは、選挙区の候補
者について所属政党や政策に関する情報だ

けでなく、その候補者の人格的な部分も重視
するため、TV番組や動画の方がその点の情報
量が多いためと考えられる。 
 他方、コミュニティでしばしば大きな役割
を果たすと言われる友人・知人間のネットワ
ーク（いわゆる「口コミ」）が、選挙関連の
情報には全く機能していないことが確認さ
れた。これは、コミュニティ内のネットワー
クが常に存在しないということではなく、日
本人同士の会話に選挙関連の話題がのぼり
難いためと考えられる。 
 
④在外邦人コミュニティの情報環境 
日本やホスト社会のマスメディア、インター
ネット、現地日本語メディア、友人ネットワ
ーク等、在外邦人を取り巻く情報環境は多重
的であり、本調査においても、被調査者は多
様なメディアを日常的に利用していること
が明らかになった。しかし、上述の政治や選
挙関連情報についてだけではなく、全般的な
情報環境として見ても日本のメディアに対
しては比較的高い依存が見られる。 
 特に邦人ネットワーク中心の生活をして
いる被調査者についてはその依存度は高く、
現地メディアの利用者はあまり見られなか
った。一方、ホスト社会ネットワークへの参
加度が高いグループは、日本のメディアへの
アクセス頻度は高めながらも、現地のメディ
ア・現地日本語メディアを幅広く利用してい
る点で違いがある。 
 日本のメディアへの直接アクセスが一般
的になったことで、これまで移民等の形成す
るエスニック（マイノリティ）集団にとって
主流情報源として機能し、結果として集団の
文化変容（再構築）と再生産に寄与してきた
エスニック・メディアは、役割が変質し、相
対的に影響力が減少している。 
 また、パーソナル・ネットワークは、面と
してコミュニティを形成するように広がっ
ている（クラスターの多い閉鎖性の高いネッ
トワーク）というより、線的に存在する規模
（非閉鎖的ネットワーク）にとどまっている。

 

 
 
 

投票不参加 

 
 

投票参加 

現地メディア  現地日本語メディア  日本のメディア  

現地社会ネットワーク  日本人ネットワーク  

積極的 
（態度不変）

積極的 
（態度変化）

消極的 
（態度不変） 

消極的 
（態度変化）

図 1．情報環境と投票行動の関係（仮説） 



外国在住という文脈が同胞ネットワーク参
加を強化するのではなく、日本国内在住時と
変わらない人間関係スタイルを維持してい
る状況が見られる。 
 
⑤豪英星比較から見る日本人の特性 
調査対象地別に回答のパタンを比較すると、
日常のメディア利用や選挙関連情報の入手
経路については各調査地で大きな違いはな
かったものの、投票参加態度やパーソナル・
ネットワークと母国との距離感の関係につ
いては、オーストラリア、イギリスとシンガ
ポールでは異なる反応が見られた。コミュニ
ティのあり方の違いが反応の違いとして現
れたと考えられる。 
 これらの相違から、アングロ系主流社会、
同じく英語環境ながら中華系主流文化社会、
と社会環境に合わせて適応するようコミュ
ニティが変容している可能性が提示される。
また、コミュニティを構成する成員の性質の
違い（日本企業の駐在か、結婚による移住か、
起業・就職・留学等か、など）やコミュニテ
ィの規模も、母国との距離感を決定づける要
因として挙げられよう。 
 比較的駐在員が多いとされ、小さい地域の
中にある程度の規模の日本人コミュニティ
が存在するというシンガポールでは、日本社
会そのままの生活が展開されている状況だ。
現地社会にも日本のモノが溢れており「東京
24 区」と呼ぶ人もいるほどで、「海外に来て
いる」という意識は低いという意見もあった。
対して、オーストラリアやイギリスでは結婚
による移住や留学生も多く含まれ、また地理
的にも集住する形にはなりにくく分散して
いるため、コミュニティ内の日本人同士の繋
がりは強くない。その中で、民族としての日
本人であることを意識しつつも、実際の日本
社会とは疎遠になって行く部分を甘受して
いる。 
 
（２）研究成果の位置づけ 
①在外選挙研究 
本研究で得られた結果は、これまで調査対象
に含まれなかったタイプの人々（非日本人会
会員など）を含めて調査対象としたものであ
る。そのような人々の考え方も組み入れた上
で海外日本人コミュニティの在外選挙への
関わりを明らかにしたという面で意義を持
つものである。 
 
②日本語メディア研究 
情報の入手経路を調査する中で、インターネ
ット等コミュニケーション技術の発達が現
地日本語メディアの役割を変質させている
ことが確認された。グローバル時代に入って
からの海外日本語メディア研究のアップデ
ートの必要性が認識された。 

 
③海外日本人コミュニティのネットワーク
研究 
海外の日本人は集団性が強く固まっている
と言われてきた。が、本研究の結果からみる
と、個々がそれぞれに面でつながっている閉
鎖型というよりは、日本人会等をハブにして
つながっている非閉鎖型の一まとまりであ
る特徴が見られる。聞き取り調査の結果見出
されたことは、海外コミュニティの集団凝集
性研究に一つの知見を提供できた。 
 
（３）今後の展望 
本研究では、選挙情報の入手経路を調査する
にとどまったが、今後は、実際にどのような
情報が消費されたのかを検証することによ
って、情報の流れの理解をさらに深め、また
在外コミュニティの情報環境全体について
も、より具体的に明らかにし、結果の精度を
上げることが期待できる。 
 また、日本人の民族特性研究としては、他
地域でのコミュニティを比較し、また日本在
住者との比較を行うことにより、さらに研究
を展開させることが出来る。他民族の海外コ
ミュニティのあり方と比較することで、更に
日本人の特性が明らかになると思われる。 
 ただし、本調査で行ったウエブサイト上で
の質問票調査は、回答率が極端に低かったた
め、量的な調査手法については今後の課題と
して検討が必要だ。 
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